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本稿の目的は，日本において課題となっているキャリア開発支援において，専門職間の協働を支える組織の特

徴を明らかにすることにある。本稿では，職種分化が進む米国の教育現場で，協働する組織の特徴を明らかにす

る。結果，専門職間の協働には段階があり，協働の初期段階においては，専門職が互いの専門性を認識すること

が重視され，共通の組織目標の受容が前提となっているわけではないことが確認された。 
 
キーワード： スクールカウンセラー，アメリカ，キャリア教育，チーム，職種間連携  
 

 

 

目次 

Ⅰ．研究の目的 

Ⅱ．先行研究 

Ⅱ-1．日米におけるキャリア教育の担い手 

Ⅱ-2．アメリカでのキャリア開発支援における 

スクールカウンセラーの役割 

Ⅱ-3．日本における専門職間の協働 

Ⅲ．調査概要 

Ⅲ-1．調査対象 

Ⅲ-2．調査内容と方法 

Ⅳ．調査結果 

Ⅳ-1．協働に移行する組織の特徴 

Ⅳ-2．小括－協働が定着するまでの過程 

Ⅴ．結論と今後の展望 

 

Ⅰ．研究の目的 

 

本論文の目的は，教育現場において異なった専

門領域で働く専門家間の「協働」を実現するため

の組織の特徴を明らかにすることにある。 

これまでの日本の学校においては，教育サービ

スの提供者は主に教員であった１。しかしながら

近年，教員以外の専門職の登用が進んでいる。

1995年からは，文部省が実施した「スクールカウ

ンセラー活用調査研究委託事業」を経て，教育サ

ービスの提供者としてスクールカウンセラーが加

わることになった。1998年の中央教育審議会の答

申「今後の地方教育行政の在り方について」には，

「地域や学校の状況に応じて，それぞれの学校や

学校を設置する地方公共団体の教育委員会が，事

務・業務の共同実施や教諭以外の専門性を有する
．．．．．．．．．．．．

者の活用等
．．．．．

に積極的に取り組むことが求められ

る」（傍点筆者）とある。答申にはまた，「学校教

育相談や進路相談などの分野において学校内外の

専門的知識を有する者を活用」とも記されている。 

これらについで，1999 年の中教審答申に端を発

したキャリア教育が全国の学校で進められており，

一部の地域では高等学校へのキャリア・コンサル

タントやキャリアコーディネーターの配置が始ま

っている２。ここで注目したいのは，日本におけ

るスクールカウンセラーとキャリアコーディネー

ターが関わる対象の違いである。前者が問題を抱

えた生徒に対応する専門家として配置されている

のに対し，後者は教員と同じすべての生徒の開発

的な支援に携わる人員として配置されている。 

これまでにも日本の学校においては，スクール



教育サービスにおける専門家間の協働に関する研究 

カウンセラーの専門性，職域，就業形態の問題な

どから協働の難しさが多く指摘されている。今後，

すべての生徒に対する開発的な支援を教員以外の

専門家が行う場合，その協働はより困難さを増す

と考えられるのである。 

したがって，専門家当事者にとっての開発的な

支援における協働とは何か，また，旧来型の分業

から，開発的な支援における協働に移行した組織

とそうでない組織との間にはどのような違いがあ

るのかを明らかにすることの意義は高いように思

われる。よって，本研究では，日本に比べ多様な

職種の専門家が開発型の協働への取り組みを始め

ている，アメリカの学校における実践を取り上げ

る。特に今回は，日本で今後学外からの専門家投

入が検討されているキャリア開発３支援に焦点を

絞り，当該支援において中核的役割を担うスクー

ルカウンセラー（以下 SC）と教員との協働の実

際についてその特質を明らかにしたい。 

本論は，開発的な支援において専門職が協働し

ている学校組織の特徴を明らかにすることを目的

としている。また，そこから，日本の学校におけ

る専門職間の協働を促すための視点を考察したい。 

 

Ⅱ．先行研究 

Ⅱ-1．日米におけるキャリア教育の担い手 

 

 米国における SC の役割に触れる前に，まず，

日本とアメリカの学校現場における教員の役割の

違いについて，担任制とキャリア開発教育の担い

手の観点で触れておく必要があるだろう。日本で

は，小学校・中学校・高等学校には各クラスに担

任が配置されている。進路の相談については各担

任の役割とされており，担任は，ホームルームや

学級活動の時間，総合的な学習の時間を用いて，

キャリア計画を立てるための適性検査の実施や将

来の選択肢に関連する学習を行っている。また，

中学校，高等学校においては，「職業選択の指導そ

の他の進路に関する事項をつかさどり，当該事項

について連絡調整及び指導，助言にあたる進路指

導主事が置かれ，教諭がこの職に充てられる」（学

校教育法施行規則第 52 条の 3，第 65 条，第 65

条の 10)とあるように，教員が進路指導主事を兼

務している。また，日本の SC の役割は，不登校

や問題を抱える生徒への対応が中心であり，その

職務は，①児童生徒へのカウンセリング②教職員

に対する助言・援助③保護者に対する助言・援助

とされている。現状では，キャリア教育の担い手

は教師である。 

 一方のアメリカでは，日本の中学校や高等学校

にあたる学齢期には担任制を持たない。教師の役

割は教科を教えることが中心とされており，キャ

リア教育については，教科の教授と学習プロセス

の中に組み込むべきだとされている。また，日本

の進路指導主事の役割のひとつである進路相談や

卒業後の進路情報の収集といった役割は，米国で

は，キャリアカウンセラーや SC が担っているこ

とが多い。学校の予算や規模に応じてこれらの専

門家の数や配置方法，役割や名称は異なり，州に

よっても配置ルールは異なる。日本の SC との大

きな違いは， SC にはすべての生徒への開発的な

支援が求められることである。SC は，これまで

の問題が起こった時の対処的な支援から，より予

防的で開発的な支援への変革を求められている。

本稿では，SC のキャリア開発支援に焦点を絞っ

ているが，米国の SC は，学術的開発，キャリア

開発，個人的・社会的な開発の 3つの分野での支

援を行っている。これらの支援を教室や小グルー

プでの活動，個別カウンセリングを通じて行って

おり，活動を実現するための学校組織の体制の整

備や予算の確保などもあわせて SC の役割として

求められていることである。アメリカにおけるキ

ャリア教育の担い手は，すべての教師であり，カ

ウンセラーであるといえよう。 

 

Ⅱ-2．アメリカでのキャリア開発支援における 

スクールカウンセラーの役割 

 

「近年までの米国においても SC は問題を抱え

る生徒や難関校を受ける生徒への個別のカウンセ

リングにほとんどの時間を費やしてきており，学
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校におけるカウンセリングは教室で教師が行う活

動を補助するものとして考えられていた。校内の

事務サポート業務に SC が指名されることも多く，

SC は校内の補助的な役割を担うものと見なされ

てきた。この理由としては SC が扱った案件の量

に比べて学校に与える影響力が低かったことが指

摘されている」（Stone&Dahir 2004）。また 80 年

代初頭のアメリカでは，スクール・カウンセリン

グ・プログラムを総合的で開発的なものとして一

連の教育活動の中に仕組みとして位置づけること

の重要性についての議論がGysbersや Myrickな

どの専門家によって急速に広まったとされている。 

1997 年に提唱された National Standards for 

School Counseling Programs（1997, American 

School Counseling Association, 略称 ASCA）で

は，スクール・カウンセリング・プログラムを総

合的で開発的なものとして一連の教育活動の仕組

みの中に位置づけている。これにより，SC の役

割は既に起こってしまった問題を抱えた個々の生

徒の課題に対応するのみならず，課題が起こる前

の開発的な支援を生徒の発達段階にあわせて行う

ことに再度目が向けられるようになった。 

プログラムのモデルは，各州や各地域で開発が

進められてきている。その後，SC の役割につい

ては，多くの州法の中で確立され，明確にされて

きた。2001 年には初等中等教育法（Elementary 

and Secondary Education Act）の教育改正法で

あるNo Child Left Behind（NCLB）が確立され

た。NCLB はSC に対し，学校の改善に関する学

校全体の問題に関わることと，すべての生徒が 21

世紀の社会への参加に備えられるようにすること

を求めている。こういった要因によって 1990 年

代後半に多くの州や学校区によって作成された

「総合的なガイダンスとカウンセリングのプログ

ラム」では，SC の職務が明確に定義され，教員

や学校管理者との協働も促進された。2000 年以降，

順次各校において，導入が進められてきている。 

このように SC の新たな職務モデルが提示され

る中，ノースキャロライナ州（以下 NC）におい

て，モデルの実施状況と SC の役割を把握するた

めの調査が実施された。調査報告書によると， 

78％のSC がASCAによって示された予防・開発

型のモデルを学ぼうとし，取り組もうとしている

ことが明らかになっているが，実際の取り組み状

況には学校ごとに差があることも報告書ではあわ

せて指摘をしている。旧来型の分業から専門家間

の協働へと移行した学校組織の共通点は何か，以

下の調査結果で探ってみようと思う。 

 

Ⅱ-3．日本における専門職間の協働 

 

学校組織における専門職間の協働を扱った研究

としては，日米の学校経営文化の比較論（中留，

1999），日本における SC と教職員集団との連携

についての研究（瀬戸・石隈 2002,2003，石原 

2001，田中・井上 2001，小瀬木 2001，長峰ら 

2004）がある。中留（1999）は，職種分化と協働

が相補的な関係にあるとし，日本の SC 制度が，

職種の分化を経営的に考えていく上で大きな課題

を提示していると指摘している。瀬戸・石隈

（2002,2003）は中学および高等学校におけるチ

ーム援助に関する行動と能力，権限について「コ

ーディネーション行動」を中心とした調査から因

子抽出を行っている４。しかしながら，日本のSC

はその職務内容から，生徒の問題行動への援助に

焦点をあてたものが多く，キャリア教育のような

すべての生徒を対象とした，教師との職務境界の

ゆるい，開発的な支援に焦点化し協働活動を分析

したものは見られない。 

そこで本研究では，専門職当事者の協働の状態

を把握するために，他の専門職組織で用いられた

フレームを援用することにした。田尾（1995）は

サービス組織を「その活動による無形の成果，つ

まり，サービスを外部の受け手，クライアントに

向けて提供する組織である。」と定義している。こ

の中でも人が人に対して，いわば対人的に提供す

る組織を一括して，ヒューマン・サービス組織と

定義している。ヒューマン・サービス組織には，

教育・医療・保健・福祉などの分野が含まれてい

る。本稿では，この中で 1980 年代から「チーム
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医療」として顧客へのサービス提供のありかたを

模索している医療の枠組みについて検討をおこな

った。医療組織と教育組織の共通点は，サービス

組織であること，専門分野の異なる専門家の協働

によってサービスを提供していることである。 

医療現場における「チーム医療」の認識は個々

の医療従事者によって異なっている。そこで，医

療社会学の細田（2001）は，医療従事者が「チー

ム医療」という言葉によって実現しようとした要

素を，「チーム医療」を主題とした論文1800件の

中から，論文執筆者の職種がなるべく幅広いもの

になるよう手を加え，106 の論文を参照対象とし

て選び，フィールドワークで得た情報とともに 4

つの要素を抽出している。4 つの要素とは，「専門

職志向」「患者志向」「職種構成志向」「協働志向」

である５。細田（2001）はまたこの 4 つの要素が

統合される時，当事者は「チーム医療」という認

識と実践が成立していると考えられるようになる

としている。これら 4要素は，教育サービスにお

ける専門職当事者が認識しているチームの形を捉

え，チームとして実践されている活動を明らかに

するという観点から，教育サービスにおける専門

職間の協働を捉える上で有効な枠組みになり得る

ものと考える。 

 

Ⅲ．調査概要 

Ⅲ-1．調査対象 

 

「キャリア開発支援における専門家間の協働に

移行している（もしくはしていない）組織」とい

う最初に提示した学校群に一致させるため，調査

地域の選定においては，ガイダンスに関する州の

代表者組織（National Consortium of State 

Guidance Leadership，略称NCSGL）の運営を

担う代表州（オレゴン，ミズーリ，オクラホマ，

ノースキャロライナ６，サウスキャロライナ，カ

ンザス）のうち，①SC の新たな役割や組織体制

に対する取り組みを3年以内に開始し②エスニシ

ティによるキャリア教育施策への影響が比較的少

ないと考えられる７，ノースキャロライナ州とオ

レゴン州の 2州とした。次にこの 2州の教育庁に

対し，調査協力依頼を行った。対象校の選択につ

いては，協働している組織とそうでない組織の双

方を含んでいることを条件とし，また，SC の職

務内容に影響を与える，学校段階と規模を考慮し，

1 つの州において中学校，高等学校それぞれ小規

模と大規模の2 校以上ずつ，計 10校とした。 

調査の対象は教員，SC，校長および，キャリア

開発支援の専門家（存在する場合のみ），校長が複

数存在する学校では，ガイダンス＆カウンセリン

グ担当の校長とした。そのうち個別インタビュー

調査を受諾されたのは，16名のSCと7名の教員，

9 名の校長であった。このうち，SCと教員ともに

調査票を記入いただけたのは，7校である。 

 

Ⅲ-2．調査内容と方法 

 

第1に調査対象である各学校組織の協働の段階

を明らかにするため， SC と教員に対し，チーム

医療の枠組みに沿って作成した調査票を用い，各

志向の程度を確認した。その際，チーム医療の志

向性に見られる 4要素を教育現場に置き換え， 

① 専門職志向：習得した知識や技術を生かすた

めに専門性にあった業務分担を求める志向 

② 生徒志向：生徒の問題解決を最優先に考え，

また，意思決定に生徒の意見を尊重しようと

する志向 

③ 職種間承認志向：チームのメンバーとして他

のメンバーから承認されることを求める志向 

④ 協働志向：協力して業務を行うことを求める

志向 

とした上で，学校での協働において実現しよう

としている協働のあり様を明らかにする上での枠

組みとして用いる。 

調査票は，職務特有の共通言語を用いることを

重視し，全米スクールカウンセリング協会(ASCA)

の提唱している枠組みに基づき，ミズーリ州で

SC の職務分析および SC が実施したプログラム

の評価に用いられた調査（Gysbers, Kayson＆

Lapan，2005）を参考にし，作成した（図表 1）。
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調査票の内容は，ASCA によって示されたSC の

役割に沿ったものであることから，SCは，4要素

すべてが重要なものであると認識している。 

項目 1を除き，回答は 7件法とした。なお，項

目 4，5，7，9 は本調査において新規に設定した

ものである。質問紙調査では異なった立場からの

認識の差異を明らかにするために，教員および

SC に対して同項目を用いている。 

 

図表1 調査票項目 

 

志向
質問
NO 項目 質問内容

1 SCの活動比率

昨年度（2005-2006年度）に，あなたの学校のス
クールカウンセラーが以下に挙げる総合的ガイダン
スプログラムの5つ（4つ）のプログラム要素と総合的
ガイダンスプログラムと無関係の業務に費やした時
間の割合はどれくらいですか（合計で100％になるよ
うに答えてください）。

2
ガイダンス授業
の実施

（キャリア領域の支援に関して）SCは，すべての生
徒に対し，教室でガイダンス授業活動をおこなった。

3
生徒ニーズの
反映

（キャリア領域の支援に関して）各学年で実施するガ
イダンス授業活動は，生徒のデータやニーズ調査の
結果に基づいて優先順位がつけられている。

4
生徒ニーズの
共有

SCは生徒のキャリア開発ニーズを教師と共有してい
る。

5
ミーティングの
開催

（キャリア領域の支援に関して）SCは，教師とのミー
ティングを定期的におこなっている。

6
定期的な
ガイダンス

（キャリア領域の支援に関して）あなたのスケジュー
ルには，教室でのガイダンス授業の時間が定期的
に組まれている。

7
教師の
役割認知

（キャリア領域の支援に関して）SCはガイダンス授
業における，教師の役割を知っている。

8 協力関係
（キャリア領域の支援に関して）SCと教師は，教室で
のガイダンス授業で協力している。

9 協働の重要性
（キャリア領域の支援に関して）SCは教師との協働
が重要だと考えている。

専門職
志向

生徒
志向

職種間
承認
志向

協働
志向

 

注：Gysbers，Kayson& Lapan(2006)をもとに作成 

 

次に，開発的な支援における協働に移行した組

織と移行できない組織との差異を明らかにするた

め，調査票に記入された内容に基づいて半構造化

インタビューを行い，主に両者の協働についての

実践と課題を確認した。校長には，調査票は用い

ず SC と教員に期待するキャリア開発支援上の役

割と目指す協働のあり方を中心としたインタビュ

ーのみを行った。なお，インタビュー時間は 1人

あたり平均 1時間程度であり，調査は 2006 年 10

月上旬から中旬にかけて実施された。 

 

Ⅳ．調査結果 

Ⅳ-1．協働に移行する組織の特徴 

 

調査対象 10 校中，SCと教師双方からの調査票

が得られた 7校について，協働の程度の差異を明

らかにするため，質問 1を除くすべての質問につ

いて SC と教師から得られた回答の平均点を用い

て分類を試みた。 

平均点 5.0 以上の学校群を「定着期の組織」と

し，3.9 以上 5.0 未満の学校群を「移行期」，3.9

未満の学校群を「未着手期」とした。結果，実際

に協働が行われている，「定着期」にあたる学校は，

3 校である。協働の「移行期」にあたる学校は 2

校，「未着手期」は 2校であった（図表2）。次に，

各協働段階における協働内容の差異を明らかにす

るため，①協働している場面②互いの役割につい

ての認識と期待③役割の棲み分け④協働を担保す

る取り組みの4項目について学校群ごとにインタ

ビューで得られた発言を元に分析した。 

 

図表2 協働段階別調査結果（素点） 

 

定着期 移行期 未着手

質問SC① SC② 教師 SC① SC② 教師 SC① SC② 教師 SC① 教師 SC① 教師 SC① SC② 教師 SC① 教師
2 5.0 4.0 7.0 6.0 7.0 5.0 3.0 7.0 4.0 3.0 3.0 3.0 6.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
3 4.0 3.0 7.0 5.0 7.0 4.0 5.0 6.0 3.0 5.0 2.0 7.0 5.0 1.0 1.0 2.0 3.0 2.0
4 3.0 3.0 5.0 3.0 6.0 6.0 6.0 7.0 6.0 6.0 1.0 3.0 5.0 3.0 4.0 6.0 3.0 3.0
5 5.0 6.0 6.0 3.0 7.0 4.0 7.0 5.0 7.0 3.0 3.0 1.0 4.0 6.0 6.0 7.0 3.0 6.0
6 7.0 7.0 7.0 7.0 6.0 3.0 5.0 7.0 2.0 4.0 3.0 3.0 7.0 2.0 2.0 2.0 2.0 2.0
7 7.0 3.0 5.0 5.0 6.0 6.0 7.0 6.0 7.0 6.0 2.0 3.0 5.0 3.0 3.0 4.0 4.0 6.0
8 4.0 4.0 7.0 5.0 7.0 5.0 4.0 6.0 2.0 5.0 2.0 3.0 5.0 1.0 1.0 3.0 3.0 2.0
9 7.0 7.0 6.0 6.0 7.0 6.0 5.0 6.0 5.0 7.0 7.0 6.0 5.0 7.0 7.0 6.0 4.0 7.0

平均

C校
（NC，中）

5.3 3.9 4.4 3.5 3.4

E校
（OR,高）

D校
（OR,高）

5.4 5.5

F校
（NC，高）

G校
（NC，中）

A校
（OR,中）

B校
（NC ,高）

 

 



教育サービスにおける専門家間の協働に関する研究 

① 協働している場面 

 

1） 定着期における協働場面 

定着期の組織に共通していたのは，すべての生

徒に対して SC と教師とが一緒に関わる時間が存

在していることである。これは，ASCA が推奨し

ている，予防的・開発的なガイダンス授業として

実施されている。SC と教員との協働による授業

の実施方法には大きく分けて3つの方法が存在し

ている。1 つは，教師に割り当てられた教科の授

業時間において，SC が授業を実施する方法であ

る。この場合，年間の授業カリキュラムはあらか

じめ決定され，SC は授業を実施する前に，教員

と一緒に授業の内容を決定している。授業の運営

は SC が中心となって行い，教員はアシスタント

として個別支援が必要な生徒のサポートを行う。

2 つ目の方法は，SC が授業の見本を示し，その後

教師が中心となって授業を行うやり方である。こ

の場合，SC はスーパーバイザーとして，教師の

行う授業を見守り，授業終了後に教師に対するア

ドバイスを行っている。3 つめの方法は，教師が

授業の前半で教科の授業を行った後，SC が授業

の後半を使って教科に関連するキャリア学習を実

施する方法である。これらの方法について以下に

具体例をあげる。 

「教材を用意して教師に渡す。自分の授業

を見せる。また，教師が実施している各グル

ープを見て周り，アドバイスを行う。大きな

グループの場合，一緒に活動する。」（中，SC） 

「ほとんど教師と一緒に働く。社会科で官

公庁についての情報収集の授業を教師がや

った後に，組織の目的は何か，そこで働くた

めに必要なスキルは何か，どうやって身につ

けるのか，結果をどのように解釈するのか，

といった授業をSC が実施する。教科にキャ

リア開発を加えた授業をしている。」（高，SC） 

 「すべての学年の教師とSC とが一緒に関

わった。教材を一緒に開発した。」（高，SC） 

2）移行期における協働場面 

移行期の組織では，2つめの「見本を示す方法」

と 3つめの「授業時間を半分に分ける方法」が用

いられている。移行初期段階では，SC が授業の

進め方について一部の教師に見本を示し，その後，

授業時間の一部を使ったキャリア関連授業の実施

が行われている。「移行期」において，これらはあ

くまで一部の教師との間で行われており，すべて

の教師と協働しているわけではない。 

3）未着手期における協働場面 

未着手の組織に共通していたのは， SC と教師

とが一緒に関わることを予め定めた時間が存在し

ないということである。SC との協働場面は，生

徒に問題が起こった場合の相談に限られている。

協働する組織で見られた，「すべての生徒に対して

SC と教員が一緒に関わる時間」は存在しない。 

 

② 互いの役割に対する認識と期待 

 

1） 定着期における認識と期待 

定着期にある組織では，教師は SC を「教師が

持たない専門分野の知識を持った教育者」（高，校

長）と認識している。SC の職務やミッションが

記述された資料が配布され，教師や保護者に対し

ては，「どのような課題があったか，それをどのカ

ウンセラーに相談したか」といったアンケートが

定期的に実施され，結果は共有されている。図表

2 の質問 7で見られるように，「SCは教員の役割

を知っている」において，他の学校群に比べ高い

点をつけていることがわかる。 

2）移行期・未着手期における認識と期待 

とくに，未着手校においては，教師は SC の予

防的・開発的な役割を知らず，自らの学齢期に経

験した，旧来型の分業モデルに基づいた役割認識

をしている。インタビュー分析からは，専門性を

発揮した開発型のガイダンス授業に取り組めない

2 つの理由が確認されている。1 つは，組織構成

員からの SC の新たな役割に対する理解が得られ

ていないことであり，2 つには，専門性の不理解

から生ずる非ガイダンス職務遂行への期待である。

図表 3 は，SC に自らの職務時間比率を記入して

いただいたものだが，未着手期の2校においては，
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専門領域外職務の比率が高いことが確認された８。 

 

図表3 協働の段階別の職務比率  

定着期 移行期 未着手
C校 D校 E校 G校

10 15 20 20 10 10 15 5 5 10

20 10 50 20 30 40 25 30 55 15

30 50 17 10 30 30 20 30 25 30

15 10 5 40 15 10 25 10 10 10

20 10 - - - 10 10 - - -

5 5 8 10 15 1 5 25 5 35

F校A校 B校

専門外業務

個別の計画
作成
即応的な
対応
システム
サポート

支援サービス

ガイダンス
カリキュラム

 

注：単位は％ 

 

また，専門領域外の職務については，SC がこ

れまで行ってきた職務を拡大する形で，期待され

ている。活動の実態を明らかにするために，イン

タビューによって得られた具体的な活動を一例と

してあげると，SC 本来の職務である，テストの

結果を分析し，個々の生徒にあわせたキャリア設

計を支援するという本来の業務を拡大する形で，

テスト結果の入力や試験監督といった非ガイダン

ス職務が加わっている。また，生徒のキャリア設

計を支援する職務を拡大し，履修登録時のデータ

入力やすべての生徒の履修登録支援が期待されて

いる。他にも教科と接続した，キャリア開発支援

業務を拡大し，本来教員が行うべき，英語や保健

の授業を担当するといった状況があげられている。 

校長や教員の SC 職務に対する認識を確認する

ために，具体例をあげる。 

「生徒のレベルや役割にあわせたクラス

に入れること。勉強のできる子供たちはもっ

と高いレベルのクラスに入れ，勉強のできな

い子たちはキャリアクラスへ。大事なのは彼

らの個性にあわせた学習アレンジができる

ことだ。」（高，教師） 

「履修登録が一番大事。SC はこれらの選

択を一番よく知る人。」（高，校長） 

「SC の仕事は全人格的なサポートをする

ことだと考えている。」（中，校長） 

「SC は『レスキューワーカー』。より個別

性の高いサポートを行う人。」（高，校長） 

これらは今回の調査対象校中，移行期と未着手

期の学校における調査結果の一部である。専門外

業務の実施が20%以上のSC については，管理職

への要望として，「私達の専門性を理解して欲し

い」という意見が確認された。この結果からは，

ASCAや州が定義している職務と学校現場での認

識の間では大きな違いが見られることが読み取れ

る。SC の専門領域を理解していない，教員や一

部の校長は，SC に対して問題行動への対応に専

念することや専門外の職務を求めている。 

3）SCが教員に期待する役割 

ここで，SC が教師に期待する役割に触れてお

こう。教員に期待する役割については，協働への

移行段階における差は見られていない。教師が求

められているキャリア開発支援上の役割を明らか

にするために教員に対する SC の要望を一例とし

てあげる。 

「教師の仕事は生徒の支援をすること。授

業計画の一部としてキャリアの要素を加え

ること。」（高，SC） 

「例えば数学の教師や社会の教師。自己管

理やチームワーク，コミュニケーション，こ

れらのスキル評価はクラスの中で既に実施

している。特別キャリア開発支援という意識

はないが，この数学が何に使われるのかとい

ったことはおこなっている。できない教師も

いるが…。」（中，SC） 

「すべてのキャリア領域で必要な書くこ

と，聞くことを教えること，書くことや話す

こと，聞くことがどんな仕事にも必要なこと

であるということを伝えること」（高，SC） 

このように，インタビューからは，教師が教科

を教える際に今の学習と将来の生活とのつながり，

すなわち文脈（Context）を伝える事がキャリア

開発支援につながるという意見が確認されている。 

 

③ 役割の棲み分け 

 

調査の結果，「回答できない」とした，未着手期

の2校を除き，定着期，移行期にあたる組織で回
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答を得ることができた。①SCのみの役割②重なっ

ている役割③教員のみの役割について，以下に一

例を示す。 

① SCのみの役割 

守秘義務に関わる事柄，キャリア探索活動，社

会人講師の招聘，大学訪問や職場訪問に関する

情報の収集と生徒や教員への情報提供 

②重なっている役割 

キャリア授業の決定，社会性を促すための活動，

奨学金に関する情報提供，働く際に必要となる

態度やスキルの開発，生徒の課題を発見するこ

と，相談に乗ること，相談の内容に応じて必要

な専門家を照会すること 

③ 教員のみの役割 

教科に特化した内容，教科と仕事のつながりを

示すこと，特定の分野における仕事についての

情報提供 

さらに，協働する組織に共通していたのは，「私

達は職務の重なりを前提として仕事をしている」

という発言である。 

「先生にしかできないこと，SCしかできな

いことという形できっちりと分かれている

わけではない。教師である私たちも生徒に情

報をあげている。目的によって生徒の相談先

が分かれているとは思えない。」（高，SC） 

「SC だけが責任を負っている問題という

のはないと思う。すべての領域が重なってい

る」（中，SC） 

「教師は科目を教える，SCは例えば生徒が

エンジニアになりたいと思えば関連する大

学を示し，関連するゲストを呼ぶ。職務が重

なる領域はもちろんたくさんある。」（高，SC） 

定着期においては，SCの役割は明文化されてい

るが，生徒の課題に対してはどちらが窓口になっ

てもよいとされていることにもあわせてふれてお

く必要があるだろう。一方，移行期においては，

「SC よりも教師のほうがより生徒のことを理解

している，教師である自分が対処したほうがよい」

「教師は，成績でしか生徒を見ていない」という

互いの発言にも見られるように，「生徒の囲い込

み」が2校において，確認されている。未着手期

には，問題を抱えた生徒はSCへという対象を分け

ることによる旧来型の分業が行われている。 

調査対象が少ないことを考えると，これらの意

見を論拠とした推定を行うことは困難である。だ

が，役割の重なりを意識した棲み分けを行うため

には，互いの専門性に対する認識がベースとなっ

ていることは否定しようのない事実として確認す

ることができる。 

 

④ 協働を促す取り組み 

 

1） 定着期の取り組み 

協働の定着期にあたる，A校とB校で共通して

見られたのは，以下の取り組みである。 

・ 校長にSCの役割を学ぶ機会がある 

・ SC の役割が学校の組織理念の中で，言語化さ

れている 

・ 年間を通じて SC の行う活動のゴールが明確

化され，言語化されている 

・ 年間の活動ゴールに対する評価結果が示され，

教師に共有されている 

 A 校では SC が行う活動内容をまとめた理念冊

子を作成している。理念冊子は，カウンセリング

のミッション，各サポートスタッフの役割，SC

プログラムの諮問委員会について，専門家の役割

分担の事例，前年度のプログラム評価，次年度の

目標，生徒への満足度調査の結果と次年度のプロ

グラム評価測定方法の各項目がまとめられている。

Ｂ校でも同様の冊子が作成されている。冊子には，

理念，SC が提供するもの，各サポートスタッフ

の役割，目標と実施計画，職務時間比率，プログ

ラムの成果が記述されている。A 校では，SC が

中心となって集めた生徒のデータを校長に共有し

ながら，冊子作成と他の教育者への結果の共有を

行った。大規模校であるB校では，校長が中心と

なって，組織をつくり，SC のリーダーが他の 6

名の SC とともに冊子を作成し，校内での研修を

行うことにより，浸透を図った。また活動内容に

ついては，定期的に生徒と保護者にアンケートを
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実施し，結果についても定期的に報告されている。 

 C校については， SC とキャリアカウンセラ

ーとを配置する大規模校である。1 年前に校長が

変わってから，担当教員制を導入し，各学年の教

科担当教諭と SC とがグループになり，生徒が卒

業するまでの間，同じグループで担当する。SC

は各グループに 1名配置されており，同じグルー

プの教員と一緒に協力しながら授業を進めている。

SC の活動目標は今後設定する予定だという。 

 

2） 移行期の取り組み 

D 校，E 校に共通しているのは，SC の職務に

ついての定義がなされていないこと，活動目標が

設定されていないこと，SC の活動評価が実施さ

れていないことである。SC は開発型活動を志向

しているが，まだ実践には至っていない点である。

SC からは，協働の必要性は理解しているものの

日々起こる課題への対応に追われ，協働のための

時間が確保できないことが現在の業務の課題とし

て挙げられている。 

今はまだ実現していないが，これまでより

一緒に動こうとしている。ただし学校の中で

日々起こることへの対応もあるので，このよ

うなエクストラの協働活動はとても大変な

こと。（高校，SC） 

テストスコアを上げることが最重要視さ

れている中でカリキュラムスケジュールに

ガイダンスやカウンセリングを入れていく

のはとても難しい。余裕のないスケジュール

の中で活動を加えることは難しい。（高等学

校，SC） 

また，これら2 校はそれぞれ違った方法で，開

発支援における協働への取り組みを始めている。

D 校では，本調査のひと月前である，2006 年 9

月から移行に向けた活動を開始している。まず，

校内のキャリア設計支援チームが校長主導で刷新

された。キャリア設計支援チームは，1 ヶ月に 1

度 30 分間，カリキュラムに組み込まれたガイダ

ンス授業として開催されている。1チーム 20 名程

の生徒と 1名のアドバイザーで構成され，アドバ

イザーは生徒が卒業するまでの4年間の支援を行

う。アドバイザーには SC，教員，校長，秘書，

事務員が含まれている。プログラムの内容は，SC

が作成し，各チームのアドバイザーの判断におい

て，生徒の状況に応じた進め方で実施される。SC

は専門知識を活かしたプログラム開発と他のアド

バイザーへの教育を伴うチーム運営を行っている。 

この活動により，SC は開発的な支援における

専門性を教員たちから認知されるようになった。

また，月に1度のグループでの活動が終了した後，

支援者間で生徒のニーズを共有し，次回のプログ

ラム内容に反映している。同じ担当者が生徒の成

長を長期に渡って把握していることから，生徒の

ニーズを中心としたプログラム運営を可能にして

いる。校長は，「キャリア開発について専門的なト

レーニングを受けた職員は SC のみであるため，

毎回異なるプログラムを実践するには，SC と他

のアドバイザー間の協働は欠かせない。」と言う。 

キャリア設計支援チームの成果について，教師

は生徒の変化がわかるようになったことを挙げて

おり，一方，SC からは，生徒のキャリア開発課

題を共有しやすくなったこと，自らの専門性に対

する他の職員からの理解が進んだことが挙げられ

た。校長は，これまで専門職がその専門性から生

徒の課題解決について異なった優先順位づけをし

ていたことを組織課題として挙げ，キャリア設計

支援チームが生徒の課題を中心として，各分野の

専門性が活かされる場に変わりつつあることを効

果として挙げている。 

E 校は，小規模校ならではの課題を抱えている。

SC はすべての生徒の課題を把握するように努め

ているが，1 名で 400 名の生徒を担当しており，

予防的・開発的な取り組みについては，時間を制

限せざるを得ないという課題がある。教師も SC

の仕事量が多すぎることを指摘しており，SC と

の協働がなかなか進まない理由だと考えている。

校長は人員体制の見直しと教員向け教育の着手を

検討している。 

3） 未着手期の取り組み 

F 校 G 校ともに，SC および校長からの開発型
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支援における協働のための取り組みは一切おこな

われていないことが確認された。 

 

Ⅳ-2．小括―協働が定着するまでの過程 

 

ここまで，各校の協働の状況を 3 段階に分け，

①協働する場面②互いの役割に対する認識と期待

③役割の棲み分け④協働を促す取り組みについて，

詳細に見てきた。調査の目的は，予防的で開発的

なモデルを中心とした協働が行われている学校と

協働が進まない学校との差異を明らかにすること

であった。ここで，インタビュー分析から抽出さ

れた知見をまとめておく。 

第 1の指摘として，未着手の組織が移行期に向

かうためのもっともシンプルで重要な点は，開発

的な支援を行う協働の場を校長もしくは，SC が

主導となって設定できるかどうかという点である

ことがあげられよう。校長が主導となった場合に

は，組織としての協働活動となり，SC が主導と

なった場合には，一部の教員との協働活動になる。

本調査で見られた定着期・移行期の組織において

は，開発的な活動の場の設定がなされているが，

未着手期の組織においては，SC や校長からの開

発的な活動実施の働きかけはなされていない。 

第 2の指摘として，移行期の組織が定着期に向

かうためには，組織長である校長が SC の開発的

な役割を期待することに注目する必要があるだろ

う。SC と教員とは異なった視点から生徒の状況

を捉えているため，2 者間での協働が組織として

の協働を促進するとは考えづらい。校長が SC の

開発的役割を知らない場合には，両者の協働を促

進するための組織戦略は立てられていない。移行

期の組織では，すべての教師が SC と協働してい

るわけではないという事実に着目すると，組織全

体で協働に取り組むためには，校長主導による，

開発的な支援施策の導入が欠かせないと言えよう。 

第 3の指摘として，組織的な協働は，共通の目

標の受容から始まっているわけではないという点

である。未着手から定着期に至る過程を確認する

と，まず，SC もしくは校長による開発的な活動

の場が設定されている。この段階ではまだ組織と

しての協働目標は設定されていない。これらの活

動を通じて，手段についての共通の了解が生み出

され，各専門家は，役割の棲み分けと重なりに対

する理解を進める。その後，定着期に至る過程に

おいて，組織目標や評価基準の設定と共有がなさ

れているのである。 

 

Ⅴ．結論と今後の展望 

 

本論文は，学校組織における専門職間の協働に

ついて，オレゴン州とノースキャロライナ州の32

名の学校関係者が当事者として目指したい協働の

姿と協働を実践する組織の特徴について，調査票

とインタビュー結果から明らかにしたものである。 

ここまでの論考を通じてわかったことは次の 2

点である。 

第1に，開発的な活動における協働に未着手の

組織において，協働を開始する際の最初のステッ

プは，共通の目的や目標を設定することではなく，

活動の場を校長もしくは，SCが主導となって設定

することである。SCと教員は開発的な活動の場を

通じて手段についての共通の了解が生み出され，

互いの専門性に対する理解が進む。その上で，組

織目標を設定し，活動の評価を行うことが，協働

の定着につながる。 

第2に，異なる視点から生徒の状況を捉えてい

る，教員とSCの間では，組織的な取り組みへの移

行は困難を伴う。組織長である校長が両者の専門

性を認識した上で，協働を促進するための組織戦

略を立てる必要がある。 

これら2つの結論からの考察として，今後の専

門職間協働が期待される日本への示唆を以下にま

とめる。 

第1に，専門家を学内に配置する際は，その専

門性を活かし，教員と協働しなければならない生

徒に向けた活動をあわせて設定することである。

高校での配置が始まっているキャリア・コンサル

タントについても，例えばインターンシップの事

前授業を教員と一緒に開発するといったことが考
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えられる。キャリア・コンサルタントは，働くこ

とについての情報を提供し，教員からは生徒達の

より深い理解につながる授業の進め方が提供され

るといった協働が考えられる。また，職場で必要

なスキルと教科とのつながりをキャリア・コンサ

ルタントが示すことにより，教師の学習を促すこ

ともできる。教師が，インターンシップに関わる

活動をすべてキャリア・コンサルタントに任せる

といった役割の分断は，避けたいものである。 

第2に，組織目標の設定は，開発的な支援にお

ける活動が開始され，互いの専門性に対する理解

が進んだ段階で行われることが望ましい。 

日本のキャリア開発支援が開始されて数年経っ

た現在，学外の専門家をどのように活用していく

かというテーマが日本の学校現場においても大き

な課題のひとつとして挙げられている。日本では，

複数の専門家が職務の重なりを意識しながら関わ

る教育サービスはまだ開始したばかりである。本

研究は教育制度の違う国での 32 名という非常に

限定的な対象を用いた研究であることは否めない。 

しかしながら，今後日本の学校においてもキャ

リア開発支援が望まれる中，専門職間の協働は進

み，職種境界のあいまいな職務も増加するだろう。

協働が進まない理由で取り上げたように，学校で

は，日々起こることへの対応が最優先で解決すべ

き課題として存在している。この中で長期的なキ

ャリア教育への取り組みは，校長のリーダーシッ

プの下で進めていかざるを得ない。子ども達の抱

えている長期にわたるキャリア課題を複数の専門

家が支援することによって子ども達自身が自己の

課題を解決できる力を持つためには，専門家の配

置に際して，学校特有の生徒課題に応じた，協働

関係構築のための施策および学内の関係性を決定

付けるリーダーの養成環境を整備することが望ま

れる。そのためにも，本稿では多くを取り上げら

れなかった，協働を担保する組織施策に焦点をあ

てた論考もまた，必要になると考えられる。これ

については別の機会を持ちたいと思う。 

 

                                                  
注 
 
１ その他の学校における専門家として，学校教育法第28条等教員

職員免許法第3条によって規定された養護教諭，学校給食法第5

条の3で規定された，学校栄養職員が存在する。非常勤の職員とし

て，学校医・学校歯科医，学校薬剤師を置くことが法令で定められ

ている。その他に必置ではないが，都道府県の教育委員会に届け出

なければならない「特別非常勤講師」が存在する。 
２ たとえば，大阪市のキャリア教育推進事業では，「生徒へのキャ

リアガイダンスや教職員に対する研修等を行う「キャリア・コンサ

ルタント」並びに，進路選択等に悩みや不安を持つ生徒や保護者に

対する相談を行う「スクールカウンセラー」を全市立高等学校（23

校）に派遣する」としている。 

３ Career Developmentをさす。日本では，キャリア発達，キャリ

ア開発，キャリア支援などが訳語としてあてられているが，本稿で

は，旧来のSCが活動の中心としていた，起こってしまった問題に

対応する「トラブル対応型」職務との区別をはかるため､訳語とし

てキャリア開発を用いている。 
４ 瀬戸・石隈は，個別援助チームにおけるコーディネーション行

動を，アセスメント・判断，説明・調整，保護者・担任連携，専門

家連携の４因子であるとしている。システムレベルにおいては，情

報収集・広報活動，マネジメント，ネットワークの4因子から説明

している。因子分析の前提となっている質問はすべて「生徒の問題

を援助する」場面に限定されている。 

５ 細田は，1987年以降に発行された医療系雑誌論文の中で「チー

ム医療」を主題とした論文を検索し，1999年までの1800件余りの

論文の中から論文執筆者の職種が幅広いものになるよう操作を加

え，106の論文を抽出している。細田はまた4つの志向の類型化に

ついては各要素が交じり合い互いに関係しあっていることを記し

ている。 

６ ノースキャロライナ州のガイダンス組織および部門担当者が変

わり，2006年12月の代表者会議には不参加であった。 

７ ノースキャロライナ州は，全人口中，ヒスパニック系4.7％，オ

レゴンは8.0％である。 

８ ASCAが示した4領域は，Guidance Curriculum，Individual 

Planning，Responsive Service，System Supportである。ノース

キャロライナ州はこの４領域を用いているが，オレゴン州では，

Guidance Curriculum，Individual Planning，Responsive Service，

System Support and Integration，Student Advocacyとしている。

標準職務比率の中にStudent Advocacyは含まれていない。 
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